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§土地活用モデル大賞第一次審査結果

当機構では、国土交通省の後援のもとに、土地の有効活用や適切な維持管理に取り組み土地活用の模範的事例、

「成功モデル」となる事例を募集し、優れた事例について「国土交通大臣賞」「都市みらい推進機構理事長賞」「審

査委員長賞」の表彰を行い、優れた土地活用事例を全国的に紹介し、その普及を図っています。

今年度で第６回を迎える土地活用モデル大賞は、第一次審査を行い、下記の11プロジェクトを選考しました。

《プロジェクト名称（応募エントリー順）》

・京橋川「水辺のオープンカフェ」（広島市）

・NUSE CITY（武蔵浦和駅第８-１街区再開発事業）（さいたま市）

・からほり長屋再生プロジェクト（大阪市）

・市民との協働によるまちづくりの実証実験の場「ながおか市民センター」（長岡市）

・新風館 SHIN-PUH-KAN（京都市）

・高松丸亀町商店街A街区市街地再開発事業（高松市）

・みはる壱番館（福島県三春町）

・線路上空人工地盤を活用した会員制貸菜園（レンタルファーム事業）の開発・企画（世田谷区）

・東京ミッドタウンプロジェクト（港区）

・なんばパークス事業（大阪市）

・寺田倉庫（株）運河ルネッサンス水上プロジェクト（品川区）

（ ）は所在都市

今後各プロジェクトの現地調査を行い、最終審査を経て受賞プロジェクトを選定します。

なお、土地活用モデル大賞の表彰は、10月29日に開催いたします。

また、同大賞にて国土交通大臣賞を受賞されたプロジェクトは土地月間講演会（４頁掲載）にて紹介させて頂

く予定になっております。

【機構ホームページもご参照ください。】http://www.toshimirai.jp/tochi_model/tochikatuyouitiji.htm

《ハイライト》
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当機構がパートナー募集事務局を務めている「秋田駅前北第一地区第一種市街地再開発事
業」において、施行者のパートナーとして、地区内の土地を一括で借り上げ、自ら再開発ビ
ルの建設・運営を行う事業者（または事業者のグループ）の募集を行っております。
詳しくは、秋田市都市整備部まちづくり整備室のホームページをご覧下さい。

◆まちづくり整備室ホームページ
http://www.city.akita.akita.jp/city/ur/rd/saikaihatu/kita1-partner/default.htm

当該地区の概要等については、以下を参考にしてください。
秋田駅前地区市街地再開発事業
http://www.city.akita.akita.jp/city/ur/rd/saikaihatu/akitaekimae.htm

秋田駅周辺のまちづくり
http://www.city.akita.akita.jp/city/ur/rd/4kaku1jiku/4kaku1jiku2.htm

問い合わせ先等
・事務局
秋田駅前北第一地区第一種市街地再開発事業事業パートナー募集事務局
（財）都市みらい推進機構開発調査部内　（担当：安藤、船越）
E-mail address chousa＠toshimirai.jp

・主催者担当窓口
秋田市都市整備部まちづくり整備室　TEL 018-866-2156 担当：佐々木、田畑

§秋田駅前北第一地区
第一種市街地再開発事業 事業パートナー募集について
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§平成20年度　都市・地域整備局関係概算要求について

平成20年度都市・地域整備局の概算要求の概要が明らかとなりました。

要求重点事項は、①地域の活性化に向けた取組の推進、②安全で安心なまちづくりの推進、③地球環

境問題に対する取組の推進、④活力ある地域の実現を掲げ、それらの課題に的確に対応する施策に予算

を重点配分した要求となっています。

○平成20年度　都市・地域整備局関係予算概算要求事業費・国費総括表（抜粋）
（単位：百万円）

（注）20年度要求額には本表のほか、重点施策推進要望がある。

○まちづくり交付金の拡充
（1）事業規模の拡大 （単位：億円）

（注）20年度要求額欄上段（ ）書は重点施策推進要望、倍率欄（ ）書
は重点施策推進要望を加えた倍率である。

（2）新規要求事項
○まちづくり交付金による協働・連携事業への支援の強化
市町村都市再生協議会が行う事業を支援することにより、市町村単独では困難な官民協働事業を

実施するとともに、複数市町村の連携事業への支援を強化する。

区　分 20年度要求額（A） 前年度（B） 倍率（A／B）

事業費 国　費 事業費 国　費 事業費 国費

予算額 （ 250） （ 100） 6,120 2,430 （1.20） （1.19）

7,100 2,780 1.16 1.14




